設置者が法第17条第２項各号に該当しないことを誓約する書類

　（設置者名）は、次のいずれにも該当していないことを誓約します。

一　申請者が、就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律（平成18年法律第77号。以下「法」という。）その他国民の福祉若しくは学校教育に関する法律で就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律施行令（平成　年政令代203号。以下「政令」という。）で定めるものの規定により罰金の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなるまでの者である
二　申請者が、労働に関する法律の規定であって政令で定めるものにより罰金の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなるまでの者である
三　申請者が、法第22条第１項の規定により認可を取り消され、その取消しの日から起算して５年を経過しない者である
四　申請者が、法第22条第１項の規定による認可の取消しの処分に係る行政手続法第15条の規定による通知があった日から当該処分をする日又は処分をしないことを決定する日までの間に前項の規定による幼保連携型認定こども園の廃止をした者（当該廃止について相当の理由がある者を除く。）で、当該幼保連携型認定こども園の廃止の認可の日から起算して５年を経過しないものである
五　申請者が、法第19条第１項の規定による検査が行われた日から聴聞決定予定日（当該検査の結果に基づき法第22条第１項の規定による認可の取消しの処分に係る聴聞を行うか否かの決定をすることが見込まれる日として就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律施行規則で定めるところにより都道府県知事が当該申請者に当該検査が行われた日から10日以内に特定の日を通知した場合における当該特定の日をいう。）までの間に法第17条第１項の規定による幼保連携型認定こども園の廃止をした者（当該廃止について相当の理由がある者を除く。）で、当該幼保連携型認定こども園の廃止の認可の日から起算して５年を経過しないものである
六　申請者が、認可の申請前５年以内に教育又は保育に関し不正又は著しく不当な行為をした者である
七　申請者の役員又はその長のうちに次のいずれかに該当する者がある
イ　禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなるまでの者
ロ　一、二又は六に該当する者
ハ　法第22条第１項の規定により認可を取り消された幼保連携型認定こども園において、当該取消しの処分に係る行政手続法第15条の規定による通知があった日前60日以内にその幼保連携型認定こども園の設置者の役員又はその園長であった者で当該取消しの日から起算して五年を経過しないもの
ニ　四に規定する期間内に前項の規定により廃止した幼保連携型認定こども園（当該廃止について相当の理由がある幼保連携型認定こども園を除く。）において、同号の通知の日前60日以内にその設置者の役員又はその長であった者で当該廃止の認可の日から起算して５年を経過しないもの

　　　（元号）　　年　　月　　日

（設置者名）
（代表者の氏名）　　印
